
防衛省訓令第５号

自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）第

２１条第２項ただし書及び第３６条の規定に基づき、事

務官等の採用の方法及び手続に関する訓令を次のように

定める。

平成２４年３月７日

防衛大臣 田中 直紀

事務官等の採用の方法及び手続に関する訓令

事務官等の採用試験等に関する訓令（昭和４６年防衛

庁訓令第１４号）の全部を改正する。
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附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、事務官等の採用の方法及び手続に

ついて必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 事務官等 防衛省の事務次官、書記官、部員、事

務官、技官、教官その他の職員で、防衛大臣補佐官

、自衛官、自衛官候補生、予備自衛官、即応予備自

衛官、予備自衛官補、防衛大学校又は防衛医科大学



校の学生（防衛省設置法（昭和２９年法律第１６４

号）第１５条第１項の教育訓練又は同法第１６条第

１項の教育訓練を受けている者をいう。）、生徒（

自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第２５条第

５項の教育訓練を受けている者をいう。）、任期付

隊員（同法第３６条の２各項の規定により採用され

た職員をいう。）、任期付研究員（同法第３６条の

６第１項の規定により採用された職員をいう。）及

び非常勤の者でないものをいう。

(2) 採用試験 事務官等を採用するために防衛省が実

施する競争試験をいう。

(3) 任命権者 自衛隊法第３１条第１項の規定により

事務官等の任免について権限を有する者をいう。

(4) 行政職俸給表（一） 一般職の職員の給与に関す

る法律（昭和２５年法律第９５号）第６条第１項第

１号イに規定する行政職俸給表（一）をいう。

(5) 研究職俸給表 一般職の職員の給与に関する法律

第 ６ 条 第 １ 項 第 ７ 号 に 規 定 す る 研 究 職 俸 給 表 を い



う。

(6) 国家公務員採用試験 人事院規則８－１８（採用

試験）第３条第１項第１号から第５号までに掲げる

試験をいう。

第２章 採用の方法

（国家公務員採用試験による選考）

第３条 別表第１の左欄に掲げる官職に補充される事務

官等の採用は、選考による。

２ 前項の選考は、別表第１の左欄に掲げる官職につい

てそれぞれ同表の右欄に掲げる国家公務員採用試験の

結果に基づいて作成された国家公務員法（昭和２２年

法律第１２０号）第５０条に規定する採用候補者名簿

に記載された者（以下「国家公務員採用試験合格者」

という。）を対象として実施する。

（採用試験）

第４条 行政職俸給表（一）の職務の級１級の官職のう

ち次に掲げる官職（以下「試験対象官職」という。）

に補充される事務官等の採用は、採用試験による。



(1) 特定の語学に係る高度の能力を用いて業務に従事

することを職務とする官職

(2) 国際関係に係る高度の専門的知識及び特定の語学

に係る高度の能力を用いて業務に従事することを職

務とする官職

（国家公務員採用試験によらない選考）

第５条 別表第１の左欄に掲げる官職又は試験対象官職

以外の官職に補充される事務官等の採用は、選考によ

る。

２ 別表第１の左欄に掲げる官職のうち次に掲げる官職

に補充される事務官等の採用は、第３条の規定にかか

わらず、国家公務員採用試験によらない選考によるこ

とができる。

(1) 国家公務員採用試験合格者から十分な採用候補者

が得られなかったため、補充できない官職

(2) 職務と責任の特殊性により、職務の遂行能力につ

いて事務官等の順位の判定が困難な官職

(3) 防衛省の職員以外の国家公務員の職、地方公務員



の職、沖縄振興開発金融公庫に属する職その他これ

らに準ずる職に現に正式に就いている者をもって補

充しようとする官職であって、その者が現に就いて

いる職と同等以下と防衛大臣が認めるもの

(4) かつて事務官等であった者をもって補充しようと

する官職であって、その者がかつて正式に任用され

ていた官職の職務の複雑と責任の度が同等以下と認

められるもの

(5) 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第１０９号）第２７条第１項において準用する

同法第７条第１項第１号又は第２３条第１項の規定

により任期を定めて採用する者をもって補充しよう

とする官職

(6) 前各号に掲げるもののほか、国家公務員採用試験

合格者を対象とした選考によることが不適当である

と防衛大臣が認める官職

３ 試験対象官職のうち次に掲げる官職に補充される事

務官等の採用は、前条の規定にかかわらず、選考によ



ることができる。

(1) 採用試験を行っても十分な競争者が得られないこ

とが予想される官職

(2) 採用試験を行っても十分な採用候補者が得られな

かったため、補充できない官職

(3) 防衛省の職員以外の国家公務員の職、地方公務員

の職、沖縄振興開発金融公庫に属する職その他これ

らに準ずる職に現に正式に就いている者をもって補

充しようとする官職であって、その者が現に就いて

いる職と同等以下と防衛大臣が認めるもの

(4) かつて事務官等であった者をもって補充しようと

する官職であって、その者がかつて正式に任用され

ていた官職の職務の複雑と責任の度が同等以下と認

められるもの

(5) 国家公務員の育児休業等に関する法律第２７条第

１項において準用する同法第７条第１項第１号又は

第２３条第１項の規定により任期を定めて採用する

者をもって補充しようとする官職



(6) 前各号に掲げるもののほか、採用試験によること

が不適当であると防衛大臣が認める官職

第３章 採用試験

第１節 採用試験の名称、受験資格等

（採用試験の名称）

第６条 採用試験の名称は、防衛省専門職員採用試験と

する。

（試験区分等）

第７条 採用試験の試験区分並びに試験区分に応じた対

象となる官職、筆記試験の種目及び専門試験の出題分

野は、別表第２のとおりとする。

（採用試験の程度）

第８条 採用試験により判定する知識、技術又はその他

の能力の程度は、人事院規則８－１８（採用試験）第

３条第３項第２号に掲げる試験の例による。

（受験資格）

第９条 採用試験の受験資格は、別表第３のとおりとす

る。



２ 自衛隊法第３８条第１項の規定に該当する者は、採

用試験を受けることができない。

第２節 試験管理事務局等

（試験管理事務局）

第１０条 採用試験を実施する場合には、採用試験の管

理、監督等を行う機関として、大臣官房に試験管理事

務局を置く。

２ 試験管理事務局の長は、試験管理事務局長とし、大

臣官房長をもって充てる。

（試験実施機関）

第１１条 採用試験を実施する場合には、大臣官房及び

防衛大臣の指定する地方防衛局（地方防衛支局を含む

。）又はその他の機関（次項において「地方防衛局等

」という。）に、試験実施機関を置く。

２ 試験実施機関の長は、大臣官房長及び当該機関の置

かれる地方防衛局等の長とする。

（試験管理事務局の事務）

第１２条 試験管理事務局においては、次に掲げる事務



をつかさどる。

(1) 採用試験の実施の基本に関すること。

(2) 試験問題の作成に関すること。

(3) 受験申込書の受理に関すること。

(4) 合格者の決定に関すること。

(5) 第３３条第１項に規定する採用候補者名簿の作成

、管理及び提示に関すること。

(6) 試験実施機関に対する指導、調整及び監督に関す

ること。

（試験実施機関の事務）

第１３条 試験実施機関においては、次に掲げる事務を

つかさどる。

(1) 採用試験の周知に関すること。

(2) 試験場の設置に関すること。

(3) 筆記試験、口述試験及び身体検査の実施に関する

こと。

(4) 前各号に掲げるもののほか、試験管理事務局長の

定める事務



２ 試験実施機関の長は、その所掌する事務の一部を他

の試験実施機関の長に委託することができる。

（採用試験に関する報告）

第１４条 試験実施機関の長は、採用試験に関する次に

掲げる事項について、試験管理事務局長に報告しなけ

ればならない。

(1) 第１次試験の状況

(2) 第２次試験の状況

(3) 前２号に掲げるもののほか、試験管理事務局長が

必要と認める事項

（採用試験に関する秘密の保持）

第１５条 採用試験に関する事務に従事する職員は、採

用試験に関する秘密を、細心の注意をもって保持しな

ければならない。

第３節 採用試験の実施

（採用試験の実施計画）

第１６条 次の各号に掲げる者は、試験管理事務局長の

定めるところにより、当該各号に定める機関又は自衛



隊における別表第２の対象となる官職の欄に掲げる官

職に補充される事務官等の採用予定者数について、同

表の左欄に掲げる試験区分別に試験管理事務局長に通

知するものとする。

(1) 大臣官房長 内部部局及び地方防衛局

(2) 防衛大学校長 防衛大学校

(3) 防衛医科大学校長 防衛医科大学校

(4) 防衛研究所長 防衛研究所

(5) 統合幕僚長 統合幕僚監部及び統合幕僚学校

(6) 陸上幕僚長 陸上自衛隊（自衛隊体育学校、自衛

隊中央病院、陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区

病院及び自衛隊地方協力本部を含む。）

(7) 海上幕僚長 海上自衛隊（海上幕僚長の監督を受

ける自衛隊地区病院を含む。）

(8) 航空幕僚長 航空自衛隊（航空幕僚長の監督を受

ける自衛隊地区病院を含む。）

(9) 情報本部長 情報本部

(10)技術研究本部長 技術研究本部



(11)装備施設本部長 装備施設本部

(12)防衛監察監 防衛監察本部

２ 試験管理事務局長は、前項の通知に基づいて、採用

試験の実施計画を作成し、防衛大臣の承認を受けるも

のとする。

(採用試験の告知）

第１７条 試験管理事務局長は、採用試験を実施する場

合には、あらかじめ次に掲げる事項について官報によ

り告知するものとする。

(1) 採用試験の名称及び試験区分

(2) 試験対象官職の職務と責任の概要

(3) 受験資格

(4) 採用試験の方法並びに筆記試験の種目及び専門試

験の出題分野

(5) 採用試験の実施時期及び試験地

(6) 合格者の発表の時期及び方法

(7) 第３３条第１項に規定する採用候補者名簿への記

載及び当該名簿からの採用方法



(8) 採用試験の結果に基づいて採用された場合の初任

給その他の給与

(9) 受験申込書の入手及び提出の方法、それらの時期

その他受験に必要な事項

（採用試験の周知）

第１８条 試験実施機関の長は、採用試験を実施する場

合には、新聞、放送、インターネットその他適切な手

段により、受験資格を有する者に、前条各号に掲げる

事項を周知させるように努めなければならない。

（受験申込書の受理）

第１９条 試験管理事務局長は、受験申込書の提出を受

けた場合には、これを審査し、受験の申込みに必要な

要件を満たしていると認めたときは、当該受験申込書

を受理しなければならない。

（受験票の交付）

第２０条 試験管理事務局長は、受験申込書を受理した

場合には、受験申込者に受験票を交付するものとする。

（受験申込書の返却）



第２１条 試験管理事務局長は、受験申込書を受理しな

かった場合には、その理由を付して、当該受験申込書

を受験申込者に返却しなければならない。

（受験申込書の記載内容の変更）

第２２条 受験申込書の記載内容の変更は、やむを得な

い場合を除き、申込受付期間までに申出があった場合

に限り認めることができる。

（採用試験の方法）

第２３条 採用試験は、第１次試験及び第２次試験に区

分し、第１次試験においては筆記試験を、第２次試験

においては口述試験及び身体検査を行うものとする。

２ 第２次試験は、第１次試験の合格者について実施す

るものとする。

（第１次試験合格者への通知）

第２４条 試験管理事務局長は、第１次試験の合格者に

対して、第２次試験の実施の日時、試験場その他の受

験に必要な事項を通知するものとする。

（試験管理者）



第２５条 試験実施機関の長は、試験場ごとに試験管理

者を指名する。

２ 試験管理者は、当該試験場における採用試験の実施

を管理する。

（試験場の変更）

第２６条 試験管理者は、当該試験場で採用試験を実施

することが著しく困難となった場合であって、緊急を

要するときは、異なる場所において採用試験を実施す

ることができる。この場合において、試験管理者は、

直ちに試験実施機関の長にその旨を報告するものとす

る。

（受験の拒否等）

第２７条 次に掲げる者については、受験を無効とする。

(1) 不正の手段により、採用試験を受け、又は受けよ

うとした者

(2) 法令に違反し、又は試験管理者の指示に従わない

者

(3) その他採用試験の適正な実施を妨げた者



２ 試験管理者は、前項各号に掲げる者に対し、試験場

からの退場を命ずるものとする。

（再試験の実施）

第２８条 試験管理事務局長は、天災その他やむを得な

い理由により採用試験の全部又は一部を実施すること

ができなかった場合であって、特に必要があると認め

るときは、新たに日時、試験地及び試験場を定めて再

試験（当該採用試験の全部又は一部を再び実施するこ

とをいう。以下この条において同じ。）を実施するこ

とができる。

２ 前項の規定は、答案等の判定資料の滅失等やむを得

ない理由により受験者の成績等が判定できない場合の

再試験について準用する。

３ 試験管理事務局長は、前２項の規定により再試験を

実施する場合には、その旨を受験申込者に通知しなけ

ればならない。この場合において、必要に応じ、再試

験の実施を官報により告知するものとする。

（基準）



第２９条 筆記試験、口述試験及び身体検査の判定基準

は、試験管理事務局長が定める。

（合格者）

第３０条 試験管理事務局長は、第１次試験の受験者で

あって前条の筆記試験の判定基準に達したものについ

て、筆記試験の成績により、試験区分別の採用予定者

数等を勘案して必要と認められる数の第１次試験の合

格者を決定するものとする。

２ 試験管理事務局長は、第２次試験の受験者であって

前条の口述試験及び身体検査の判定基準に達したもの

について、筆記試験、口述試験及び身体検査の成績を

総合して得られた結果により、試験区分別の採用予定

者数等を勘案して必要と認められる数の最終の合格者

を決定するものとする。

（合格者の発表）

第３１条 試験管理事務局長は、第１次試験の合格者又

は最終の合格者を決定した場合には、書面で合格者に

通知するとともに、その受験番号及び試験地を、所定



の場所における掲示、インターネットの利用その他適

切な方法により発表するものとする。

第４節 採用試験に対する協力

第３２条 試験管理事務局長は、採用試験の実施に関し

、次に掲げる者に協力を求めることができる。

(1) 防衛大学校長

(2) 防衛医科大学校長

(3) 防衛研究所長

(4) 統合幕僚長

(5) 陸上幕僚長

(6) 海上幕僚長

(7) 航空幕僚長

(8) 情報本部長

(9) 技術研究本部長

(10)装備施設本部長

(11)防衛監察監

第４章 採用候補者

第１節 採用候補者名簿



（採用候補者名簿の作成等）

第３３条 試験管理事務局長は、第３０条第２項の規定

により採用試験の最終の合格者を決定した後、直ちに

、採用試験の試験区分別に、当該合格者について採用

候補者として記載した採用候補者名簿を作成するもの

とする。

２ 前項の規定により作成された採用候補者名簿（以下

単に「名簿」という。）は、作成された日からその効

力を生ずる。

３ 名簿の作成後は、次条及び第３５条の場合を除き、

記載された事項を訂正し、又は変更を行ってはならな

い。

４ 名簿は、名簿の効力が発生した日から起算して１年

を経過する日まで有効とする。

（採用候補者の削除）

第３４条 試験管理事務局長は、採用候補者が次のいず

れかに該当する場合においては、これを名簿から削除

するものとする。



(1) 採用された場合

(2) 採用される意思のない旨の申出があった場合

(3) 自衛隊法第３８条第１項に該当することとなった

場合

(4) 死亡した場合

（名簿の訂正）

第３５条 試験管理事務局長は、名簿の記載事項に明白

な誤り又は変更があった場合には、速やかに名簿の訂

正を行なわなければならない。

第２節 採用候補者の提示等

（提示）

第３６条 試験管理事務局長は、任命権者の求めに応じ

、名簿を提示するものとする。

（採用等の結果の通知）

第３７条 任命権者は、提示を受けた採用候補者につい

て、その採用（採用内定を含む。）又は不採用その他

必要と認める事項を試験管理事務局長に通知しなけれ

ばならない。



第５章 選考

（選考委員会）

第３８条 防衛大臣が指定する機関に、選考委員会を置

く。

（選考）

第３９条 選考は、当該選考により補充しようとする官

職に係る任命権者が行う。ただし、防衛大臣が別に定

める官職への選考は、選考委員会が行うものとする。

（国家公務員採用試験等に準ずる選考）

第４０条 任命権者又は選考委員会は、次の各号に掲げ

る場合であって、国家公務員採用試験による選考によ

り採用する者若しくは採用試験により採用する者との

均衡又は充てようとする官職の特殊性から必要と認め

るときは、充てようとする官職に必要な知識、技術又

はその他の能力に応じて、国家公務員採用試験又は採

用試験の程度に準ずる選考を行うものとする。

(1) 第５条第２項の規定により同項第１号又は第６号

に掲げる官職に充てる事務官等を採用する場合



(2) 第５条第３項の規定により同項第１号、第２号又

は第６号に掲げる官職に充てる事務官等を採用する

場合

２ 前項の選考を行うときは、あらかじめ防衛大臣の承

認を受けるものとする。

第６章 委任規定

第４１条 この訓令の実施に関し必要な事項は、大臣官

房長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成２４年３月７日から施行する。

（経過措置）

２ 任命権者は、この訓令の施行の日前に人事院規則８

－１８－２３（人事院規則８－１８（採用試験）の全

部を改正する人事院規則）による改正前の人事院規則

８－１８（採用試験）第１７条の規定により告知され

た試験の結果に基づいて作成されこの訓令の施行の際

現に有効な採用候補者名簿又はこの訓令による改正前



の事務官等の採用試験等に関する訓令第１９条の規定

により告知された採用試験の結果に基づいて作成され

この訓令の施行の日の前日において現に有効な採用候

補者名簿に記載された者の中から、なお従前の例によ

り事務官等を採用することができる。

（防衛副大臣の代決、防衛事務次官の専決及び代決並

びに防衛省内部部局における専決及び代決に関する訓

令の一部改正）

３ 防衛副大臣の代決、防衛事務次官の専決及び代決並

びに防衛省内部部局における専決及び代決に関する訓

令（昭和３５年防衛庁訓令第５号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第１第５号中「事務官等の採用試験等に関する

訓令（昭和４６年防衛庁訓令第１４号）第１０条」を

「事務官等の採用の方法及び手続に関する訓令（平成

２４年防衛省訓令第５号）第１１条」に、「及び地区

試験実施機関を置く機関」を「を置く地方防衛局」に

、「第１８条」を「第１６条第２項」に、「試験区分



の指定」を「試験区分の設定」に改める。

別表第３第１項の表秘書課の項第２３号中「事務官

等の採用試験等に関する訓令第３条第４号及び第７号

」を「事務官等の採用の方法及び手続に関する訓令第

５条第２項第３号及び第６号並びに同条第３項第３号

及び第６号」に、「第４１条」を「第３８条」に、「

第４３条第２項に規定する採用試験」を「第４０条第

２項に規定する国家公務員採用試験及び採用試験の程

度」に改める。

（検討）

４ 大臣官房秘書課は、この訓令の施行後１年を経過し

た場合において、この訓令の施行の状況を勘案し、こ

の訓令の規定について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。



別表第１（第３条関係）

官職 国家公務員採用試験

行政職俸給表（一）の 人事院規則８－１８（採

職務の級２級の官職及 用試験）第３条第１項第

び研究職俸給表の職務 １号及び第２号に掲げる

の級２級の官職のうち 試験

、主として政策の企画

立案等の高度の知識、

技術又は経験を必要と

する業務に従事するこ

とを職務とする官職

行政職俸給表（一）の 人事院規則８－１８（採

職務の級１級の官職及 用試験）第３条第１項第

び研究職俸給表の職務 ３号から第５号までに掲

の級１級の官職のうち げる試験

、主として事務処理等

の定型的な業務に従事

することを職務とする



官職（第４条各号に掲

げる官職を除く。）



別表第２（第７条関係）

試験区 対象とな 筆記試験 専門試験の出題分

分 る官職 の種目 野

語学（ 主として 基礎能力 英文和訳、和文英

英語） 英語に係 試験 訳及び英文法

る高度の 専門試験

能力を用 （多肢選

いて業務 択式又は

に従事す 記述式）

ることを 論文試験

職務とす （一般論

る官職 文又は時

語学（ 主として 事論文） 露文和訳、和文露

ロシア ロシア語 訳及び露語文法

語） に係る高

度の能力

を用いて

業務に従



事するこ

とを職務

とする官

職

語学（ 主として 中文和訳、和文中

中国語 中国語に 訳及び中国語文法

） 係る高度

の能力を

用いて業

務に従事

すること

を職務と

する官職

語学（ 主として 朝文和訳、和文朝

朝鮮語 朝鮮語に 訳及び朝鮮語文法

） 係る高度

の能力を

用いて業



務に従事

すること

を職務と

する官職

国際関 主として 国際関係論、安全

係（英 国際関係 保障論、外交史、

語） に係る高 国際政治学、国際

度の専門 機構論、比較政治

的知識及 学、国際法、国際

び英語に 経済学、英文和訳

係る高度 、和文英訳及び英

の能力を 文法

用いて業

務に従事

すること

を職務と

する官職

国際関 主として 国際関係論、安全



係（ロ 国際関係 保障論、外交史、

シア語 に係る高 国際政治学、国際

） 度の専門 機構論、比較政治

的知識及 学、国際法、国際

びロシア 経済学、露文和訳

語に係る 、和文露訳及び露

高度の能 語文法

力を用い

て業務に

従事する

ことを職

務とする

官職

国際関 主として 国際関係論、安全

係（中 国際関係 保障論、外交史、

国語） に係る高 国際政治学、国際

度の専門 機構論、比較政治

的知識及 学、国際法、国際



び中国語 経済学、中文和訳

に係る高 、和文中訳及び中

度の能力 国語文法

を用いて

業務に従

事するこ

とを職務

とする官

職

国際関 主として 国際関係論、安全

係（朝 国際関係 保障論、外交史、

鮮語） に係る高 国際政治学、国際

度の専門 機構論、比較政治

的知識及 学、国際法、国際

び朝鮮語 経済学、朝文和訳

に係る高 、和文朝訳及び朝

度の能力 鮮語文法

を用いて



業務に従

事するこ

とを職務

とする官

職

１ 試験管理事務局長は、この表に定める試験区分のほ

か、あらかじめ防衛大臣の承認を受けて必要と認める

試験区分を設けその対象となる官職、筆記試験の種目

及び専門試験の出題分野を定めることができる。

２ 試験管理事務局長は、あらかじめ防衛大臣の承認を

受けてこの表に定める専門試験の出題分野を必要に応

じて変更することができる。



別表第３（第９条関係）

次に掲げる者で日本国籍を有するもの

１ 第１７条の規定により告知された採用試験の第１次

試験の日の属する年度（４月１日から翌年の３月３１

日までをいう。以下同じ。）（以下「試験年度」とい

う。）の４月１日における年齢が２１歳以上３０歳未

満の者

２ 試験年度の４月１日における年齢が２１歳未満の者

で次に掲げるもの

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく

大学（以下「大学」という。）を卒業した者及び試

験年度の３月までに大学を卒業する見込みの者並び

にこれらの者と同等の資格があると認められる次に

掲げる者

イ 学校教育法第１０２条第２項の規定に基づき大

学院に入学したことのある者

ロ 学校教育法第１０４条第４項第１号の規定に基

づき学士の学位を授与された者



ハ 学校教育法第１０４条第４項第２号に規定する

課程を修了した者及び試験年度の３月までに当該

課程を修了する見込みの者

ニ 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１

１号）第１５５条第１項第２号から第４号までに

規定する課程を修了した者及び試験年度の３月ま

でに当該課程を修了する見込みの者

ホ 学校教育法に基づく専修学校の専門課程のうち

、学校教育法施行規則第１５５条第１項第５号の

規定に基づき文部科学大臣が指定した課程を修了

した者（同号の規定に基づき文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者に限る。）及び試験年度の

３月までに当該課程を修了する見込みの者

(2) 学校教育法に基づく短期大学（以下「短期大学」

という。）又は同法に基づく高等専門学校（以下「

高等専門学校」という。）を卒業した者及び試験年

度の３月までに短期大学又は高等専門学校を卒業す

る見込みの者並びにこれらの者と同等の資格がある



と認められる次に掲げる者

イ 学校教育法に基づく専修学校の専門課程のうち

、修業年限が２年以上であり、かつ、１，６００

時間以上の授業の履修を義務付けている課程であ

って、当該履修の成果が授業科目の目標に達して

いることを筆記試験その他の方法により認められ

ることを修了の要件とするものを修了した者及び

試験年度の３月までに当該専門課程を修了する見

込みの者

ロ 農業改良助長法（昭和２３年法律第１６５号）

第７条第１項第５号に掲げる事業等を行う農業者

研修教育施設（修業年限２年以上のものに限る。

）の卒業者及び試験年度の３月までに当該農業者

研修教育施設を卒業する見込みの者

ハ 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号

）第１６条第１項又は第２項の規定に基づき国又

は都道府県が設置した職業能力開発短期大学校若

しくは職業能力開発大学校又は同法第２７条に規



定する職業能力開発総合大学校の専門課程の卒業

者及び試験年度の３月までに当該専門課程を卒業

する見込みの者

ニ 森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第

９条の規定に基づき農林水産大臣が指定する教育

機関（修業年限２年以上のものに限る。）の卒業

者及び試験年度の３月までに当該教育機関を卒業

する見込みの者

ホ 学校教育法施行規則第１５５条第２項第３号か

ら第５号までに規定する課程を修了した者及び試

験年度の３月までに当該課程を修了する見込みの

者

ヘ 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

において、園芸又は茶業に必要な学理及び技術の

修得を目的として行う長期研修の課程（研修期間

２年以上のものに限る。）の卒業者及び試験年度

の３月までに当該課程を卒業する見込みの者

ト 都道府県の条例等の規定に基づく農業講習所（



修業年限２年以上のものに限る。）の卒業者及び

試験年度の３月までに当該農業講習所を卒業する

見込みの者


